
業務棚卸評価シート

（左側）
1/30

25年度 26年度 27年度 68,473 68,473

1 総
新湘南国道
（Ⅱ期）の整
備促進

国道１３４号及
び国道１号の慢
性的な交通渋滞
の解消を図り、
良好な交通環境
を得るために、
残る新湘南国道
Ⅱ期事業の早期
整備の実現を図
る。

市民
政
策
関係機関への要
望回数

10回 10回 10回 10回 Ａ

関係市町で組織する新湘
南国道並びに藤沢大磯線
（湘南新道）新設改良促
進協議会を通じ、積極的
な要望活動を行った。

1
新湘南国道
（Ⅱ期）の整
備促進

近隣市町との連
携を図り、早期
整備の促進要望
を行う。

関係機関への
要望回数

10回 10回

1
新湘南国道
（Ⅱ期）の整
備促進

2 総
新湘南バイパ
ス料金無料化
の促進

新湘南バイパス
料金無料化及び
引下げにより、
通過交通車両を
市内の一般道路
から、新湘南バ
イパスへ誘導す
ることにより渋
滞緩和を図る。

市民
政
策
関係機関への要
望回数

10回 10回 10回 10回 Ａ
さがみ縦貫道路の全面供
用開始にあわせた料金見
直しの要望を積極的に
行った。

2
新湘南バイパ
ス料金無料化
の促進

さがみ縦貫道路
の全線供用開始
の状況を踏ま
え、関係機関へ
料金引き下げ等
の要望を行う。

関係機関への
要望回数

10回 10回

3 総
藤沢大磯線の
整備促進

さがみ縦貫道路
とともにアクセ
ス道路の整備は
必須であること
から近隣市町と
の連携を図り、
関係機関へ早期
整備を要望す
る。

市民
政
策
関係機関への要
望回数

20回 20回 20回 20回 Ａ

新湘南国道並びに藤沢大
磯線（湘南新道）新設改
良促進協議会を通じ、積
極的な要望活動を行っ
た。

課かい名

施策目標

広域事業政策課

国・県・他の自治体と連携し施策の効果を上げる

基礎情報 平成２６年度評価

事務事業

26年度
の取組
に対す
る評価

活動

活動指標の
名称

事後評価

事業の指
標の達成
状況

事務事業の目的に
対する取組の状況と

成果の分析

実績

業
務
計
画

事務事業名
(第2次実施計画)

指標・目標

名称

目標値
(第2次実施計画)

活動量・サービス量

実績値目標値

事務事業の
目的・成果
(第2次実施計画)

活動ごとの
決算額

決算内訳（千円）

事
業
№

総
括
フ
ラ
グ

対
象
（
顧
客
）

事
業
の
性
質
区
分

当該事務事
業全体の
決算額
（合計）活動



業務棚卸評価シート

（右側）
2/30

1 総
新湘南国道
（Ⅱ期）の整
備促進

1
新湘南国道
（Ⅱ期）の整
備促進

1
新湘南国道
（Ⅱ期）の整
備促進

2 総
新湘南バイパ
ス料金無料化
の促進

2
新湘南バイパ
ス料金無料化
の促進

3 総
藤沢大磯線の
整備促進

基礎情報

事務事業

事務事業名
(第2次実施計画)

事
業
№

総
括
フ
ラ
グ

33,005 33,005

0.02 なし 済

各種協議会等を
通じて近隣市町
と連携をはかり
要望活動を行っ
ている。

未 高 高 高 現状維持

予
算
な
し

近隣市町との連
携を図り、関係
機関へ早期整備
を要望する。

関係機関への
要望回数

10回

予
算
な
し

庁内関係課、
国、県等と整備
に係る課題等に
ついて協議、調
整を行う。

協議、調整の
回数

5回

予
算
な
し

0.08 なし 済

各種協議会等を
通じて近隣市町
と連携をはかり
要望活動を行っ
ている。

未 高 高 高 現状維持

予
算
な
し

さがみ縦貫道路
の全線供用開始
の状況を踏ま
え、関係機関へ
料金引き下げ等
の要望を行う。

関係機関への
要望回数

10回

予
算
な
し

0.07 なし 不可 未 高 高 高 現状維持

予
算
な
し

広域事業政策課

平成２７年度計画 広域連携に関する取組

従事者数
活動ごとの
予算額

活動

活動指標の
名称

目標値
活動

活動量・サービス量 業
務
計
画

予算内訳（千円）

④
継
続
性

改善
時期
(年度)

具体的な
改善内容

当該事務事
業全体の
予算額
（合計）

②
ニ
ー
ズ

①
目
的
達
成

広域
連携
の
実施

必要性

今後の事業展開

経営改善
方針での
位置付け
等

経営改善によ
る

取り組みの
方向性

目標
(数値目標等)

目標の定義

経営改善方針の重点事項に係る取組

事業の
方向性

③
成
果

広域連携の
具体的な内

容

予
算
の
方
向
性



業務棚卸評価シート

（左側）
3/30

25年度 26年度 27年度 68,473 68,473

課かい名

施策目標

広域事業政策課

国・県・他の自治体と連携し施策の効果を上げる

基礎情報 平成２６年度評価

事務事業

26年度
の取組
に対す
る評価

活動

活動指標の
名称

事後評価

事業の指
標の達成
状況

事務事業の目的に
対する取組の状況と

成果の分析

実績

業
務
計
画

事務事業名
(第2次実施計画)

指標・目標

名称

目標値
(第2次実施計画)

活動量・サービス量

実績値目標値

事務事業の
目的・成果
(第2次実施計画)

活動ごとの
決算額

決算内訳（千円）

事
業
№

総
括
フ
ラ
グ

対
象
（
顧
客
）

事
業
の
性
質
区
分

当該事務事
業全体の
決算額
（合計）活動

3
藤沢大磯線の
整備促進

近隣市町との連
携を図り、側道
等の付帯整備の
促進や年度内で
の側道移管に向
けた協議、調整
を行う。

関係機関への
要望、協議、
調整

20回 20回

3
藤沢大磯線の
整備促進

大山街道の今後
の整備等に係わ
る地元調整。

地元との調整
回数

3回 ２回

3
藤沢大磯線の
整備促進

大山街道の今後
の整備等に係わ
る庁内調整。

庁内調整の回
数

3回 ３回

4 総

新湘南国道並
びに藤沢大磯
線(湘南新
道）新設改良
促進協議会

茅ヶ崎市の経済
発展や交通環境
向上のため協議
会構成市町と連
携を図り、関係
機関へ早期整備
を要望する。

市民

定
例
定
型

関係機関への要
望回数

5回 5回 5回 100 5回 Ａ

新湘南国道並びに藤沢大
磯線（湘南新道）新設改
良促進協議会を通じ、国
土交通省、国会議員、県
等に対して要望活動を
行った。

4

新湘南国道並
びに藤沢大磯
線(湘南新
道）新設改良
促進協議会

協議会構成市町
と連携を図り、
関係機関へ早期
整備を要望す
る。

関係機関への
要望回数

5回 ５回 100

5 総
さがみ縦貫道
路の整備促進

茅ヶ崎市の経済
発展や交通環境
向上のため近隣
市町との連携を
図り、関係機関
へ早期整備を要
望する。

市民
政
策
関係機関への要
望回数

20回 20回 20回 20回 Ａ

さがみ縦貫道路の早期整
備の要望や側道の付帯施
設等の整備について自治
会や関係機関と協議、調
整を行った。

5
さがみ縦貫道
路の整備促進

近隣市町との連
携を図り、関係
機関へ早期全線
供用開始を要望
する。

関係機関への
要望回数

20回 20回

5
さがみ縦貫道
路の整備促進

関係機関へ環境
負荷の軽減を要
望する。

関係機関への
要望回数

20回 20回



業務棚卸評価シート

（右側）
4/30

基礎情報

事務事業

事務事業名
(第2次実施計画)

事
業
№

総
括
フ
ラ
グ

3
藤沢大磯線の
整備促進

3
藤沢大磯線の
整備促進

3
藤沢大磯線の
整備促進

4 総

新湘南国道並
びに藤沢大磯
線(湘南新
道）新設改良
促進協議会

4

新湘南国道並
びに藤沢大磯
線(湘南新
道）新設改良
促進協議会

5 総
さがみ縦貫道
路の整備促進

5
さがみ縦貫道
路の整備促進

5
さがみ縦貫道
路の整備促進

33,005 33,005

広域事業政策課

平成２７年度計画 広域連携に関する取組

従事者数
活動ごとの
予算額

活動

活動指標の
名称

目標値
活動

活動量・サービス量 業
務
計
画

予算内訳（千円）

④
継
続
性

改善
時期
(年度)

具体的な
改善内容

当該事務事
業全体の
予算額
（合計）

②
ニ
ー
ズ

①
目
的
達
成

広域
連携
の
実施

必要性

今後の事業展開

経営改善
方針での
位置付け
等

経営改善によ
る

取り組みの
方向性

目標
(数値目標等)

目標の定義

経営改善方針の重点事項に係る取組

事業の
方向性

③
成
果

広域連携の
具体的な内

容

予
算
の
方
向
性

庁内関係課と連
携を図り側道等
の附属施設の整
備や関係機関と
側道移管に向け
た協議、調整を
行う。

庁内関係課、
関係機関との
協議、調整回
数

20回

予
算
な
し

大山街道の今後
の整備等に係わ
る地元調整。

地元との調整
回数

3回

予
算
な
し

大山街道の今後
の整備等に係わ
る庁内調整。

庁内調整の回
数

3回

予
算
な
し

0.09 100 なし 済

平塚市、寒川
町、大磯町で構
成する協議会等
を通じて要望活
動を行ってい
る。

未 高 高 高 現状維持
維
持

協議会構成市町
と連携を図り、
関係機関へ早期
整備を要望す
る。

関係機関への
要望回数

5回 100
維
持

0.06 なし 済

各種協議会等を
通じて近隣市町
と連携をはかり
要望活動を行っ
ている。

未 高 高 高 現状維持

予
算
な
し

予
算
な
し

予
算
な
し



業務棚卸評価シート

（左側）
5/30

25年度 26年度 27年度 68,473 68,473

課かい名

施策目標

広域事業政策課

国・県・他の自治体と連携し施策の効果を上げる

基礎情報 平成２６年度評価

事務事業

26年度
の取組
に対す
る評価

活動

活動指標の
名称

事後評価

事業の指
標の達成
状況

事務事業の目的に
対する取組の状況と

成果の分析

実績

業
務
計
画

事務事業名
(第2次実施計画)

指標・目標

名称

目標値
(第2次実施計画)

活動量・サービス量

実績値目標値

事務事業の
目的・成果
(第2次実施計画)

活動ごとの
決算額

決算内訳（千円）

事
業
№

総
括
フ
ラ
グ

対
象
（
顧
客
）

事
業
の
性
質
区
分

当該事務事
業全体の
決算額
（合計）活動

5
さがみ縦貫道
路の整備促進

6 総

首都圏中央連
絡自動車道建
設促進期成同
盟会

ミッシングリン
クを防ぎ、交通
環境等の向上の
ため、協議会構
成市町と連携を
図り、関係機関
へ早期整備を要
望する。

市民

定
例
定
型

関係機関への要
望回数

5回 5回 5回 40 5回 Ａ
関係自治体と連携を図
り、各種協議会を通じて
要望活動を行った。

6

首都圏中央連
絡自動車道建
設促進期成同
盟会

協議会構成市町
と連携を図り、
関係機関へ早期
整備を要望す
る。

関係機関への
要望回数

5回 5回 40

7 総
相模川の整備
促進

右岸側に比べ左
岸側の築堤整備
が遅れているこ
とから、近隣市
町との連携を図
り、関係機関へ
早期整備を要望
する。

市民

定
例
定
型

関係機関への要
望回数

20回 20回 20回 120

業
務
計
画

20回 Ａ

相模川整備促進協議会の
事務局として適正な事務
運営を行い、国や国会議
員等への要望活動等を
行った。

7
相模川の整備
促進

近隣市町との連
携を図り、関係
機関へ早期整備
を要望する。

関係機関への
要望回数

20回 20回

業
務
計
画

7
相模川の整備
促進

国と連携し、説
明会、意見交換
会を行う。

開催回数 1回 1回

業
務
計
画

7
相模川の整備
促進

地元調整。
地元との調整
回数

3回 2回

業
務
計
画

7
相模川の整備
促進

平成26年度相模
川整備促進協議
会の事務局運
営。

協議会による
幹事会・委員
会・要望活動
等の回数

5回 ５回 120

業
務
計
画



業務棚卸評価シート

（右側）
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基礎情報

事務事業

事務事業名
(第2次実施計画)

事
業
№

総
括
フ
ラ
グ

5
さがみ縦貫道
路の整備促進

6 総

首都圏中央連
絡自動車道建
設促進期成同
盟会

6

首都圏中央連
絡自動車道建
設促進期成同
盟会

7 総
相模川の整備
促進

7
相模川の整備
促進

7
相模川の整備
促進

7
相模川の整備
促進

7
相模川の整備
促進

33,005 33,005

広域事業政策課

平成２７年度計画 広域連携に関する取組

従事者数
活動ごとの
予算額

活動

活動指標の
名称

目標値
活動

活動量・サービス量 業
務
計
画

予算内訳（千円）

④
継
続
性

改善
時期
(年度)

具体的な
改善内容

当該事務事
業全体の
予算額
（合計）

②
ニ
ー
ズ

①
目
的
達
成

広域
連携
の
実施

必要性

今後の事業展開

経営改善
方針での
位置付け
等

経営改善によ
る

取り組みの
方向性

目標
(数値目標等)

目標の定義

経営改善方針の重点事項に係る取組

事業の
方向性

③
成
果

広域連携の
具体的な内

容

予
算
の
方
向
性

西久保JCT周辺の
高架下側道にお
ける付帯施設の
整備促進を要望
する。

要望回数 随時

予
算
な
し

0.02 40 なし 済

協議会構成市町
と連携を図り早
期整備の要望を
行っている。

未 高 高 高 現状維持
維
持

協議会構成市町
と連携を図り、
関係機関へ早期
整備を要望す
る。

関係機関への
要望回数

5回 40
維
持

0.35 120

業
務
計
画

なし 済

平塚市、寒川町
で構成する協議
会等を通じて要
望活動を行って
いる。

未 高 高 高 現状維持
維
持

近隣市町との連
携を図り、関係
機関に早期整備
を要望する。

関係機関への
要望回数

20回

業
務
計
画

予
算
な
し

国と連携し、説
明会、意見交換
会を行う。

開催回数 1回

業
務
計
画

予
算
な
し

地元調整。
地元との調整
回数

3回

業
務
計
画

予
算
な
し

平成２７年度相
模川整備促進協
議会の事務局運
営。

協議会による
幹事会・委員
会・要望活動
等の回数

5回 120

業
務
計
画

維
持



業務棚卸評価シート
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25年度 26年度 27年度 68,473 68,473

課かい名

施策目標

広域事業政策課

国・県・他の自治体と連携し施策の効果を上げる

基礎情報 平成２６年度評価

事務事業

26年度
の取組
に対す
る評価

活動

活動指標の
名称

事後評価

事業の指
標の達成
状況

事務事業の目的に
対する取組の状況と

成果の分析

実績

業
務
計
画

事務事業名
(第2次実施計画)

指標・目標

名称

目標値
(第2次実施計画)

活動量・サービス量

実績値目標値

事務事業の
目的・成果
(第2次実施計画)

活動ごとの
決算額

決算内訳（千円）

事
業
№

総
括
フ
ラ
グ

対
象
（
顧
客
）

事
業
の
性
質
区
分

当該事務事
業全体の
決算額
（合計）活動

7
相模川の整備
促進

8 総
小出川の改修
整備促進

台風や集中豪雨
時の雨水放流先
である小出川に
ついて、自然環
境に配慮した整
備や河床掘削、
草刈等を関係機
関へ要望する。

市民
政
策
関係機関への要
望回数

10回 10回 10回 10回 Ａ
小出川護岸整備におい
て、多自然型護岸での整
備を県に要望し、要望ど
おりに施工が行われた。

8
小出川の改修
整備促進

関係機関へ早期
堤防整備や河床
掘削、草刈等の
要望を行う。

関係機関への
要望回数

10回 10回

8
小出川の改修
整備促進

県と連携し、説
明会、意見交換
会を行う。

開催回数 随時 3回

9 総
千ノ川の流路
整備、浚渫事
業

千の川の堤防整
備は完了した
が、流域住民の
安心安全のた
め、河床掘削や
草刈等を県へ要
望し、流路確保
を図る。

市民

定
例
定
型

関係機関への要
望回数

5回 5回 5回 5回 Ａ
流路確保や適正な維持管
理等を目的に浚せつ工事
や草刈等が施工された。

9
千ノ川の流路
整備、浚渫事
業

河床掘削や草刈
等を県へ要望す
る。

県への要望回
数

5回 5回

9
千ノ川の流路
整備、浚渫事
業

親水護岸利活用
に関する自治
会、学校等との
協議。

協議の回数 2回 1回



業務棚卸評価シート

（右側）
8/30

基礎情報

事務事業

事務事業名
(第2次実施計画)

事
業
№

総
括
フ
ラ
グ

7
相模川の整備
促進

8 総
小出川の改修
整備促進

8
小出川の改修
整備促進

8
小出川の改修
整備促進

9 総
千ノ川の流路
整備、浚渫事
業

9
千ノ川の流路
整備、浚渫事
業

9
千ノ川の流路
整備、浚渫事
業

33,005 33,005

広域事業政策課

平成２７年度計画 広域連携に関する取組

従事者数
活動ごとの
予算額

活動

活動指標の
名称

目標値
活動

活動量・サービス量 業
務
計
画

予算内訳（千円）

④
継
続
性

改善
時期
(年度)

具体的な
改善内容

当該事務事
業全体の
予算額
（合計）

②
ニ
ー
ズ

①
目
的
達
成

広域
連携
の
実施

必要性

今後の事業展開

経営改善
方針での
位置付け
等

経営改善によ
る

取り組みの
方向性

目標
(数値目標等)

目標の定義

経営改善方針の重点事項に係る取組

事業の
方向性

③
成
果

広域連携の
具体的な内

容

予
算
の
方
向
性

庁内関係課、
国、県等と整備
に係る課題等に
ついて協議、調
整を行う。

協議、調整の
回数

5回

業
務
計
画

予
算
な
し

0.09 なし 済

隣接する寒川町
と連携を図り、
地元対策を行っ
ている。

未 高 高 高 現状維持

予
算
な
し

関係機関へ早期
堤防整備や河床
掘削、草刈等の
要望を行う。

関係機関への
要望回数

10回

予
算
な
し

県と連携し、説
明会、意見交換
会を行う。

開催回数 随時

予
算
な
し

0.09 なし 不可

予
算
な
し

河床掘削や草刈
等を県へ要望す
る。

県への要望回
数

5回

予
算
な
し

親水護岸利活用
に関する自治
会、学校等との
協議。

協議の回数 2回

予
算
な
し



業務棚卸評価シート

（左側）
9/30

25年度 26年度 27年度 68,473 68,473

課かい名

施策目標

広域事業政策課

国・県・他の自治体と連携し施策の効果を上げる

基礎情報 平成２６年度評価

事務事業

26年度
の取組
に対す
る評価

活動

活動指標の
名称

事後評価

事業の指
標の達成
状況

事務事業の目的に
対する取組の状況と

成果の分析

実績

業
務
計
画

事務事業名
(第2次実施計画)

指標・目標

名称

目標値
(第2次実施計画)

活動量・サービス量

実績値目標値

事務事業の
目的・成果
(第2次実施計画)

活動ごとの
決算額

決算内訳（千円）

事
業
№

総
括
フ
ラ
グ

対
象
（
顧
客
）

事
業
の
性
質
区
分

当該事務事
業全体の
決算額
（合計）活動

10 総
北部地域道路
整備事業

県立茅ケ崎里山
公園の外周道路
や北部地域地元
要望道路につい
て、生活環境や
利便性の向上の
ため関係機関や
地元自治会と密
に調整し、早期
整備を図る。

市民
政
策

事業の進捗状況
工事延長＝ｍ ０ｍ 275ｍ 160ｍ 60,885

業
務
計
画

地域との
調整5
回、8570
号線道路
工事、埋
蔵文化財
整理作業
業務委託

Ａ
市道8570号線は157ｍ整
備済、埋葬文化財整理作
業業務委託は目標どおり
完了した。

10
北部地域道路
整備事業

北部地域地元要
望道路について
地元調整を行
う。

地域や関係機
関、関係各課
との調整回数

5回 5回

業
務
計
画

10
北部地域道路
整備事業

茅ヶ崎里山公園
の外周道路の整
備。

①市道8570号
線埋蔵文化財
整理作業報告
書作成
②道路改良工
事

①27年3月
末
②132ｍ
※②につい
ては道路建
設課にて実
施　
　
※②の予算
57,154千円
については
道路建設課
に配当替）

①27年3月
完了
②157ｍ整
備

60,885

業
務
計
画

11 総
県立茅ケ崎里
山公園整備の
促進

早期整備を県に
要望するととも
に、整備後の有
効的な利活用等
について県や公
園協会、地域団
体協議を行い北
部地域の活性化
を図る。

市民

定
例
定
型

関係機関への要
望回数

10回 5回 5回 8 2回 Ａ
里山公園運営委員会に出
席し、公園の運営や利活
用等について協議を行っ
た。

11
県立茅ケ崎里
山公園整備の
促進

公園の有効的な
利活用について
関係機関等と協
議、調整する。

運営会議への
出席回数

2回 2回 8

12 総
国道1号電線
地中化整備の
促進

国道１号の電柱
や電線の地中化
により、歩道幅
や段差、見通し
等が改善され、
歩行者の安全が
確保されるよう
よう早期整備を
要望する。

市民

定
例
定
型

国・関係機関へ
の要望活動回数

10回 10回 10回 10回 Ａ
市民集会等要望も多いこ
とからあらゆる機会をと
らえ、国に要望を行っ
た。



業務棚卸評価シート

（右側）
10/30

基礎情報

事務事業

事務事業名
(第2次実施計画)

事
業
№

総
括
フ
ラ
グ

10 総
北部地域道路
整備事業

10
北部地域道路
整備事業

10
北部地域道路
整備事業

11 総
県立茅ケ崎里
山公園整備の
促進

11
県立茅ケ崎里
山公園整備の
促進

12 総
国道1号電線
地中化整備の
促進

33,005 33,005

広域事業政策課

平成２７年度計画 広域連携に関する取組

従事者数
活動ごとの
予算額

活動

活動指標の
名称

目標値
活動

活動量・サービス量 業
務
計
画

予算内訳（千円）

④
継
続
性

改善
時期
(年度)

具体的な
改善内容

当該事務事
業全体の
予算額
（合計）

②
ニ
ー
ズ

①
目
的
達
成

広域
連携
の
実施

必要性

今後の事業展開

経営改善
方針での
位置付け
等

経営改善によ
る

取り組みの
方向性

目標
(数値目標等)

目標の定義

経営改善方針の重点事項に係る取組

事業の
方向性

③
成
果

広域連携の
具体的な内

容

予
算
の
方
向
性

0.23 31,547

業
務
計
画

なし 不可 未 高 高 高 現状維持
維
持

北部地域地元要
望道路について
地元調整を行
う。

地域や関係機
関、関係各課
との調整回数

5回

業
務
計
画

予
算
な
し

茅ヶ崎里山公園
の外周道路の整
備。

①市道8570号
線埋蔵文化財
整理作業報告
書作成
②道路改良工
事

①28年3月
末
②130ｍ
※②につい
ては道路建
設課にて実
施　
　
※②の予算
27,584千円
については
道路建設課
に配当替）

31,547

業
務
計
画

維
持

0.05 15 なし 不可 未 高 高 高 現状維持
維
持

公園の有効的な
利活用について
関係機関等と協
議、調整する。

運営会議への
出席回数

2回 15
維
持

0.04 なし 不可 未 高 高 高 現状維持

予
算
な
し



業務棚卸評価シート

（左側）
11/30

25年度 26年度 27年度 68,473 68,473

課かい名

施策目標

広域事業政策課

国・県・他の自治体と連携し施策の効果を上げる

基礎情報 平成２６年度評価

事務事業

26年度
の取組
に対す
る評価

活動

活動指標の
名称

事後評価

事業の指
標の達成
状況

事務事業の目的に
対する取組の状況と

成果の分析

実績

業
務
計
画

事務事業名
(第2次実施計画)

指標・目標

名称

目標値
(第2次実施計画)

活動量・サービス量

実績値目標値

事務事業の
目的・成果
(第2次実施計画)

活動ごとの
決算額

決算内訳（千円）

事
業
№

総
括
フ
ラ
グ

対
象
（
顧
客
）

事
業
の
性
質
区
分

当該事務事
業全体の
決算額
（合計）活動

12
国道1号電線
地中化整備の
促進

国へ早期整備を
要望する。

関係機関への
要望回数

10回 10回

13 総
中海岸寒川線
の整備促進

さがみ縦貫道路
及び藤沢大磯線
の供用に伴い、
西久保、香川付
近の交通渋滞が
予想され沿線住
民への影響も懸
念される。ま
た、県央への路
線が不足してい
ることから中海
岸寒川線の早期
整備を要望す
る。

市民
政
策

県・関係機関へ
の
要望活動回数

10回 10回 10回 10回 Ａ 毎年、継続して県要望等
を行っている。

13
中海岸寒川線
の整備促進

市長会等を通じ
て早期整備を県
へ要望する。

県への要望回
数

10回 10回

14 総
県道の歩道及
び交通安全施
設の整備促進

歩行者が安全で
利用できるよう
に歩道及び交通
安全施設の早期
整備実現を図
る。

市民

定
例
定
型

関係機関への要
望回数

5回 5回 5回 10回 Ａ

県道の整備は市民等から
多数の要望があったた
め、県には強く働きかけ
を行うとともに、関係機
関や地元自治会等と密に
協議、調整を行った。

14
県道の歩道及
び交通安全施
設の整備促進

赤羽根交差点以
北の早期歩道整
備を県に要望す
る。

関係機関への
要望回数

3回 ３回

14
県道の歩道及
び交通安全施
設の整備促進

早期の完成形に
よる整備を県に
要望する。

関係機関への
要望回数

2回 ８回

14
県道の歩道及
び交通安全施
設の整備促進



業務棚卸評価シート

（右側）
12/30

基礎情報

事務事業

事務事業名
(第2次実施計画)

事
業
№

総
括
フ
ラ
グ

12
国道1号電線
地中化整備の
促進

13 総
中海岸寒川線
の整備促進

13
中海岸寒川線
の整備促進

14 総
県道の歩道及
び交通安全施
設の整備促進

14
県道の歩道及
び交通安全施
設の整備促進

14
県道の歩道及
び交通安全施
設の整備促進

14
県道の歩道及
び交通安全施
設の整備促進

33,005 33,005

広域事業政策課

平成２７年度計画 広域連携に関する取組

従事者数
活動ごとの
予算額

活動

活動指標の
名称

目標値
活動

活動量・サービス量 業
務
計
画

予算内訳（千円）

④
継
続
性

改善
時期
(年度)

具体的な
改善内容

当該事務事
業全体の
予算額
（合計）

②
ニ
ー
ズ

①
目
的
達
成

広域
連携
の
実施

必要性

今後の事業展開

経営改善
方針での
位置付け
等

経営改善によ
る

取り組みの
方向性

目標
(数値目標等)

目標の定義

経営改善方針の重点事項に係る取組

事業の
方向性

③
成
果

広域連携の
具体的な内

容

予
算
の
方
向
性

国へ早期整備を
要望する。

関係機関への
要望回数

10回

予
算
な
し

0.02 なし 不可 未 高 高 高 現状維持

予
算
な
し

市長会等を通じ
て早期整備を県
へ要望する。

県への要望回
数

10回

予
算
な
し

0.2 なし 不可 未 高 高 高 現状維持

予
算
な
し

赤羽根交差点以
北の早期歩道整
備を県に要望す
る。

関係機関への
要望回数

3回

予
算
な
し

早期の完成形に
よる整備を県に
要望する。

関係機関への
要望回数

2回

予
算
な
し

小出七曲りの歩
道整備等安全対
策について地
域、関係機関と
の協議、調整。

地域や関係機
関との協議、
調整回数

10回



業務棚卸評価シート

（左側）
13/30

25年度 26年度 27年度 68,473 68,473

課かい名

施策目標

広域事業政策課

国・県・他の自治体と連携し施策の効果を上げる

基礎情報 平成２６年度評価

事務事業

26年度
の取組
に対す
る評価

活動

活動指標の
名称

事後評価

事業の指
標の達成
状況

事務事業の目的に
対する取組の状況と

成果の分析

実績

業
務
計
画

事務事業名
(第2次実施計画)

指標・目標

名称

目標値
(第2次実施計画)

活動量・サービス量

実績値目標値

事務事業の
目的・成果
(第2次実施計画)

活動ごとの
決算額

決算内訳（千円）

事
業
№

総
括
フ
ラ
グ

対
象
（
顧
客
）

事
業
の
性
質
区
分

当該事務事
業全体の
決算額
（合計）活動

15 総
関東国道協会
事務

茅ヶ崎市の経済
発展や交通環境
向上のため協議
会構成市町と連
携を図り、関係
機関へ早期整備
を要望する。

市民
関係機関への要
望回数

5回 5回 5回 40 5回 Ａ
協議会構成市町と連携を
図り、要望活動を行っ
た。

15
関東国道協会
事務

協議会構成市町
と連携を図り、
関係機関へ早期
整備を要望す
る。

関係機関への
要望

5回 5回 40

16 総
小出川及び国
道の道路の美
化活動の促進

国や県と協力し
て、地域住民、
企業等の美化活
動をサポート
し、道路・河川
の美化を図る。

市民

定
例
定
型

広報・収集ゴミ
回収回数

28回 28回 28回 23回 Ｂ
各市民団体や、国、県と
連携を図り、国道や河川
の美化活動を推進した。

16
小出川及び国
道の道路の美
化活動の促進

地域団体が行う
草刈り清掃や植
栽等の河川美化
活動の支援を行
う。

広報・ゴミ収
集協力回数

18回 18回

16
小出川及び国
道の道路の美
化活動の促進

地域団体、企業
等が行う歩道清
掃、除草、花の
管理等道路美化
活動の支援を行
う。

広報・ゴミ収
集協力回数

10回 ５回

17 総
北部地区活性
化事業

多くの人に北部
地区（芹沢）へ
来ていただき海
だけではない
茅ヶ崎市の良さ
を知っていただ
くため、北部の
まちおこし・活
性化を図る。

市民

定
例
定
型

事業実施回数 10回 10回 10回 52 10回 Ａ
地元の市民団体と協力
し、北部活性化を推進し
た。

17
北部地区活性
化事業

せりざわ彼岸花
の会と連携を図
り、北部地区の
活性化を支援す
る。

事業実施及び
打合せ回数

10回 10回 52



業務棚卸評価シート

（右側）
14/30

基礎情報

事務事業

事務事業名
(第2次実施計画)

事
業
№

総
括
フ
ラ
グ

15 総
関東国道協会
事務

15
関東国道協会
事務

16 総
小出川及び国
道の道路の美
化活動の促進

16
小出川及び国
道の道路の美
化活動の促進

16
小出川及び国
道の道路の美
化活動の促進

17 総
北部地区活性
化事業

17
北部地区活性
化事業

33,005 33,005

広域事業政策課

平成２７年度計画 広域連携に関する取組

従事者数
活動ごとの
予算額

活動

活動指標の
名称

目標値
活動

活動量・サービス量 業
務
計
画

予算内訳（千円）

④
継
続
性

改善
時期
(年度)

具体的な
改善内容

当該事務事
業全体の
予算額
（合計）

②
ニ
ー
ズ

①
目
的
達
成

広域
連携
の
実施

必要性

今後の事業展開

経営改善
方針での
位置付け
等

経営改善によ
る

取り組みの
方向性

目標
(数値目標等)

目標の定義

経営改善方針の重点事項に係る取組

事業の
方向性

③
成
果

広域連携の
具体的な内

容

予
算
の
方
向
性

0.02 40 なし 済

協議会構成市町
と連携を図り要
望活動を行って
いる。

未 高 高 高 現状維持
維
持

協議会構成市町
と連携を図り、
関係機関へ早期
整備を要望す
る。

関係機関への
要望

5回 40
維
持

0.05 なし 不可 未 高 高 高 現状維持

予
算
な
し

地域団体が行う
草刈り清掃や植
栽等の河川美化
活動の支援を行
う。

広報・ゴミ収
集協力回数

18回

予
算
な
し

地域団体、企業
等が行う歩道清
掃、除草、花の
管理等道路美化
活動の支援を行
う。

広報・ゴミ収
集協力回数

10回

予
算
な
し

0.06 52 なし 可

小出川彼岸花祭
は藤沢市、寒川
町の市民団体が
関係し、それぞ
れの各市町が支
援している形を
とっていること
からも今後、広
域的なイベント
実施の可能性が
ある。

未 高 高 高 現状維持
維
持

せりざわ彼岸花
の会と連携を図
り、北部地区の
活性化を支援す
る。

事業実施及び
打合せ回数

10回 52
維
持



業務棚卸評価シート

（左側）
15/30

25年度 26年度 27年度 68,473 68,473

課かい名

施策目標

広域事業政策課

国・県・他の自治体と連携し施策の効果を上げる

基礎情報 平成２６年度評価

事務事業

26年度
の取組
に対す
る評価

活動

活動指標の
名称

事後評価

事業の指
標の達成
状況

事務事業の目的に
対する取組の状況と

成果の分析

実績

業
務
計
画

事務事業名
(第2次実施計画)

指標・目標

名称

目標値
(第2次実施計画)

活動量・サービス量

実績値目標値

事務事業の
目的・成果
(第2次実施計画)

活動ごとの
決算額

決算内訳（千円）

事
業
№

総
括
フ
ラ
グ

対
象
（
顧
客
）

事
業
の
性
質
区
分

当該事務事
業全体の
決算額
（合計）活動

18 総

さがみ縦貫道
路・藤沢大磯
線整備に伴う
関連事業

さがみ縦貫道路
や藤沢大磯線の
整備に伴う地域
からの要望の実
現に向け関係機
関や関係各課と
協議を行うとと
もに地域との調
整を行う。

地域住
民

政
策

関係機関との協
議
地元との調整回
数

30回 30回 30回 3,565

業
務
計
画

30回 Ａ

河童徳利広場整備に伴う
地域との意見交換や道路
移管に伴う関係機関との
協議、調整、新湘南バイ
パス側道へのポケット
パークの整備を実施し
た。

18

さがみ縦貫道
路・藤沢大磯
線整備に伴う
関連事業

さがみ縦貫道路
及び藤沢大磯線
整備に伴う地元
調整。

地元との調整
回数

10回 10回

業
務
計
画

702

さがみ縦貫道
路・藤沢大磯
線整備に伴う
関連事業

18

さがみ縦貫道
路・藤沢大磯
線整備に伴う
関連事業

地元要望である
（仮称）河童徳
利広場整備に伴
う意見交換。

地元との調整
回数

１０回 10回

業
務
計
画

18

さがみ縦貫道
路・藤沢大磯
線整備に伴う
関連事業

西久保JCT周辺側
道の市への移
管。

国、県、NEXCO
等との調整会
議

１０回 10回

業
務
計
画

18

さがみ縦貫道
路・藤沢大磯
線整備に伴う
関連事業

側道残地部分に
おけるポケット
パーク整備。

整備箇所

４箇所
※工事請負
については
公園緑地課
にて実施
（予算につ
いても公園
緑地課へ配
当替）

4箇所 3,565

業
務
計
画

18

さがみ縦貫道
路・藤沢大磯
線整備に伴う
関連事業



業務棚卸評価シート

（右側）
16/30

基礎情報

事務事業

事務事業名
(第2次実施計画)

事
業
№

総
括
フ
ラ
グ

18 総

さがみ縦貫道
路・藤沢大磯
線整備に伴う
関連事業

18

さがみ縦貫道
路・藤沢大磯
線整備に伴う
関連事業

702

さがみ縦貫道
路・藤沢大磯
線整備に伴う
関連事業

18

さがみ縦貫道
路・藤沢大磯
線整備に伴う
関連事業

18

さがみ縦貫道
路・藤沢大磯
線整備に伴う
関連事業

18

さがみ縦貫道
路・藤沢大磯
線整備に伴う
関連事業

18

さがみ縦貫道
路・藤沢大磯
線整備に伴う
関連事業

33,005 33,005

広域事業政策課

平成２７年度計画 広域連携に関する取組

従事者数
活動ごとの
予算額

活動

活動指標の
名称

目標値
活動

活動量・サービス量 業
務
計
画

予算内訳（千円）

④
継
続
性

改善
時期
(年度)

具体的な
改善内容

当該事務事
業全体の
予算額
（合計）

②
ニ
ー
ズ

①
目
的
達
成

広域
連携
の
実施

必要性

今後の事業展開

経営改善
方針での
位置付け
等

経営改善によ
る

取り組みの
方向性

目標
(数値目標等)

目標の定義

経営改善方針の重点事項に係る取組

事業の
方向性

③
成
果

広域連携の
具体的な内

容

予
算
の
方
向
性

0.53

業
務
計
画

なし 済

（仮）河童徳利
広場整備計画
は、寒川町との
行政界を跨ぐた
め、寒川町との
広域連携によ
り、整備に係る
協議、調整を
行っている。

未 高 高 高 現状維持
維
持

さがみ縦貫道路
及び藤沢大磯線
整備に伴う地元
調整。

地元との調整
回数

3回

業
務
計
画

予
算
な
し

終了

予
算
な
し

地元要望である
（仮称）河童徳
利広場整備に伴
う意見交換。

地元との調整
回数

10回

業
務
計
画

予
算
な
し

西久保JCT周辺側
道について市へ
の移管に係る関
係機関との協
議、調整。

国、県、NEXCO
等との調整会
議

10回

業
務
計
画

予
算
な
し

減
ら
す

新湘南バイパス
の高架下公園整
備にむけ関係
課、関係機関、
地域との調整。

調整回数 5回



業務棚卸評価シート

（左側）
17/30

25年度 26年度 27年度 68,473 68,473

課かい名

施策目標

広域事業政策課

国・県・他の自治体と連携し施策の効果を上げる

基礎情報 平成２６年度評価

事務事業

26年度
の取組
に対す
る評価

活動

活動指標の
名称

事後評価

事業の指
標の達成
状況

事務事業の目的に
対する取組の状況と

成果の分析

実績

業
務
計
画

事務事業名
(第2次実施計画)

指標・目標

名称

目標値
(第2次実施計画)

活動量・サービス量

実績値目標値

事務事業の
目的・成果
(第2次実施計画)

活動ごとの
決算額

決算内訳（千円）

事
業
№

総
括
フ
ラ
グ

対
象
（
顧
客
）

事
業
の
性
質
区
分

当該事務事
業全体の
決算額
（合計）活動

18

さがみ縦貫道
路・藤沢大磯
線整備に伴う
関連事業

19 総
北部地域道路
整備関連事業

地域住民の生活
環境向上のた
め、北部地域の
道路整備におい
て取得した事業
用地の維持管理
を行う。

市民

定
例
定
型

実施回数 2回 2回 2回 135 Ａ
夏季と秋季に道路事業用
地の草刈りを行い、適正
な維持管理を図った。

19
北部地域道路
整備関連事業

用地測量・用地
維持管理業務委
託。

実施回数 2回 2回 135

20 総

相模川左岸新
田・萩園地区
の堤外地土地
利用の検討

関係機関や関係
各課と連携を図
り、土地利用を
検討する。

市民
政
策

関係機関・
関係各課との調
整回数

5回 5回 5回 2回 Ｂ 今後の堤外地土地利用の
方向性を検討した。

20

相模川左岸新
田・萩園地区
の堤外地土地
利用の検討

土地利用の可能
性について関係
機関や関係各課
と調整。

関係機関・
関係各課との
調整回数

5回 ２回

20

相模川左岸新
田・萩園地区
の堤外地土地
利用の検討

土地利用検討結
果の最終的なま
とめを行う。

検討結果資料
の作成

３月 ３月

21 総

国・県の施
策・制度予算
に関する要望
調整事務

本市の施策の推
進と当面の課題
解決を図るた
め、国・県の施
策や予算等に関
する要望を行
う。

市民・
事業者

定
例
定
型

要望の実施回数 2回 2回 2回 ３回 Ａ

国・県へ効果的な要望と
なるよう、要望事項につ
いて庁内的に協議を進
め、要望事項を取りまと
めることができた。

21

国・県の施
策・制度予算
に関する要望
調整事務

国への要望書の
照会、取りまと
め、庁内調整、
要望書作成。

要望の実施回
数

1回 2回

21

国・県の施
策・制度予算
に関する要望
調整事務

県への要望書の
照会、取りまと
め、庁内調整、
要望書作成。

要望の実施回
数

1回 1回



業務棚卸評価シート

（右側）
18/30

基礎情報

事務事業

事務事業名
(第2次実施計画)

事
業
№

総
括
フ
ラ
グ

18

さがみ縦貫道
路・藤沢大磯
線整備に伴う
関連事業

19 総
北部地域道路
整備関連事業

19
北部地域道路
整備関連事業

20 総

相模川左岸新
田・萩園地区
の堤外地土地
利用の検討

20

相模川左岸新
田・萩園地区
の堤外地土地
利用の検討

20

相模川左岸新
田・萩園地区
の堤外地土地
利用の検討

21 総

国・県の施
策・制度予算
に関する要望
調整事務

21

国・県の施
策・制度予算
に関する要望
調整事務

21

国・県の施
策・制度予算
に関する要望
調整事務

33,005 33,005

広域事業政策課

平成２７年度計画 広域連携に関する取組

従事者数
活動ごとの
予算額

活動

活動指標の
名称

目標値
活動

活動量・サービス量 業
務
計
画

予算内訳（千円）

④
継
続
性

改善
時期
(年度)

具体的な
改善内容

当該事務事
業全体の
予算額
（合計）

②
ニ
ー
ズ

①
目
的
達
成

広域
連携
の
実施

必要性

今後の事業展開

経営改善
方針での
位置付け
等

経営改善によ
る

取り組みの
方向性

目標
(数値目標等)

目標の定義

経営改善方針の重点事項に係る取組

事業の
方向性

③
成
果

広域連携の
具体的な内

容

予
算
の
方
向
性

関係機関へ環境
負荷の軽減対策
を講じるよう要
望を行う。

要望回数 10回

0.07 267 なし 不可 未 高 高 高 現状維持
維
持

用地測量・用地
維持管理業務委
託。

実施回数 2回 267
維
持

0.06 なし 不可 未 高 高 高 現状維持

予
算
な
し

土地利用の可能
性について関係
機関や関係各課
と調整。

関係機関・
関係各課との
調整回数

5回

予
算
な
し

土地利用検討結
果の最終的なま
とめを行う。

検討結果資料
の作成

３月

0.21 なし 済

各市町の要望事
項をまとめ、連
名で国及び県に
対し要望してい
る。

未 高 中 高 現状維持

予
算
な
し

国への要望書の
照会、取りまと
め、庁内調整、
要望書作成。

要望の実施回
数

年２回

予
算
な
し

県への要望書の
照会、取りまと
め、庁内調整、
要望書作成。

要望の実施回
数

年１回

予
算
な
し



業務棚卸評価シート

（左側）
19/30

25年度 26年度 27年度 68,473 68,473

課かい名

施策目標

広域事業政策課

国・県・他の自治体と連携し施策の効果を上げる

基礎情報 平成２６年度評価

事務事業

26年度
の取組
に対す
る評価

活動

活動指標の
名称

事後評価

事業の指
標の達成
状況

事務事業の目的に
対する取組の状況と

成果の分析

実績

業
務
計
画

事務事業名
(第2次実施計画)

指標・目標

名称

目標値
(第2次実施計画)

活動量・サービス量

実績値目標値

事務事業の
目的・成果
(第2次実施計画)

活動ごとの
決算額

決算内訳（千円）

事
業
№

総
括
フ
ラ
グ

対
象
（
顧
客
）

事
業
の
性
質
区
分

当該事務事
業全体の
決算額
（合計）活動

22 総
地域活性化施
策支援事業

各課の地域活性
化施策を支援す
るため、(財)地
域活性化セン
ターで行う支援
事業を活用す
る。

職員

定
例
定
型

支援事業の活用 1件以上/年 1件以上/年 1件以上/年 140 ２件 Ａ
地域活性化センター事業
の活用（アドバイザー派
遣、イベントスペースの
活用）に繋がった。

22
地域活性化施
作支援事業

庁内調整事務
支援事業の活
用

1件以上/年 ２件 140

23 総
湘南広域都市
行政協議会事
務

藤沢市及び寒川
町との連携・協
調を図るため、
各種情報交換を
行い、広域連携
の可能性を検討
する。

市民・
事業
者・職
員

政
策

湘南広域都市行
政協議会の開催
回数

年6回 年6回 年6回 2,992

業
務
計
画

４回 Ａ
新たな広域連携施につい
て事業の実現に繋がる調
査研究を行った。

23
湘南広域都市
行政協議会事
務

協議会日程調整
及び事務研究部
会への出席。

協議会の開催
回数

年6回 ４回 2,992

業
務
計
画

24 総 旅券発給事務

県から権限移譲
を受け、身近な
場所で手続を可
能とする。

市民

定
例
定
型

調整会議の開催
回数

年4回 年4回 年4回 ２回 Ａ
事務が適正に行われるよ
う市町との情報共有を
図った。

24 旅券発給事務
旅券発給業務の
運営の調整。

調整会議の開
催回数

年4回 ２回

25 総
湘南地域市町
連絡協議会事
務

県政総合セン
ターを中心とし
た５市３町の連
携・協調を図る
ため、各種情報
交換を行う。

市民・
事業
者・職
員

定
例
定
型

会議等の開催回
数

3回 3回 3回 １回 Ａ
湘南地域の連携を深め、
共通の課題の情報共有が
できた。

25
湘南地域市町
連絡協議会事
務

会議日程等の調
整及び協議会へ
の出席。

会議等の開催
回数

年3回 １回



業務棚卸評価シート
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基礎情報

事務事業

事務事業名
(第2次実施計画)

事
業
№

総
括
フ
ラ
グ

22 総
地域活性化施
策支援事業

22
地域活性化施
作支援事業

23 総
湘南広域都市
行政協議会事
務

23
湘南広域都市
行政協議会事
務

24 総 旅券発給事務

24 旅券発給事務

25 総
湘南地域市町
連絡協議会事
務

25
湘南地域市町
連絡協議会事
務

33,005 33,005

広域事業政策課

平成２７年度計画 広域連携に関する取組

従事者数
活動ごとの
予算額

活動

活動指標の
名称

目標値
活動

活動量・サービス量 業
務
計
画

予算内訳（千円）

④
継
続
性

改善
時期
(年度)

具体的な
改善内容

当該事務事
業全体の
予算額
（合計）

②
ニ
ー
ズ

①
目
的
達
成

広域
連携
の
実施

必要性

今後の事業展開

経営改善
方針での
位置付け
等

経営改善によ
る

取り組みの
方向性

目標
(数値目標等)

目標の定義

経営改善方針の重点事項に係る取組

事業の
方向性

③
成
果

広域連携の
具体的な内

容

予
算
の
方
向
性

0.06 140 なし 不可 未 高 高 高 現状維持
維
持

庁内調整事務
支援事業の活
用

1件以上/年 140
維
持

1.34 101

業
務
計
画

あり 済

協議会を設置
し、７部会、２
分科会で連携事
業を進めてい
る。

未 高 高 高 現状維持
維
持

協議会日程調整
及び事務研究部
会への出席。

協議会の開催
回数

年６回 101

業
務
計
画

あり
⑥市役所の変
革

年３件
事業の見直し
や新規事業へ
の取組/年

25
地方分権の推進
による、更なる
連携強化に取組
む。

維
持

0.07 なし 済
パスポートセン
ターの運営。

未 高 高 高 現状維持

予
算
な
し

旅券発給業務の
運営の調整。

調整会議の開
催回数

年４回

予
算
な
し

0.04 なし 済

県及び５市３町
で地域課題等に
ついて意見交換
を実施。

未 中 中 中 現状維持

予
算
な
し

会議日程等の調
整及び協議会へ
の出席。

会議等の開催
回数

年３回

予
算
な
し
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25年度 26年度 27年度 68,473 68,473

課かい名

施策目標

広域事業政策課

国・県・他の自治体と連携し施策の効果を上げる

基礎情報 平成２６年度評価

事務事業

26年度
の取組
に対す
る評価

活動

活動指標の
名称

事後評価

事業の指
標の達成
状況

事務事業の目的に
対する取組の状況と

成果の分析

実績

業
務
計
画

事務事業名
(第2次実施計画)

指標・目標

名称

目標値
(第2次実施計画)

活動量・サービス量

実績値目標値

事務事業の
目的・成果
(第2次実施計画)

活動ごとの
決算額

決算内訳（千円）

事
業
№

総
括
フ
ラ
グ

対
象
（
顧
客
）

事
業
の
性
質
区
分

当該事務事
業全体の
決算額
（合計）活動

26 総
湘南地域首長
懇談会事務

県と湘南地域の
連携を深め、諸
課題の効果的な
解決を図るた
め、県知事と湘
南地域の首長の
懇談会を開催す
る。

市民・
事業
者・職
員

定
例
定
型

開催回数 1回 1回 1回 １回 Ａ
県と湘南地域の自治体と
の諸課題について情報共
有を図り、意見交換を
行った。

26
湘南地域首長
懇談会事務

日程・発言等の
調整及び会議へ
の出席

開催回数 年1回 1回

27 総

平塚市・茅ヶ
崎市広域連携
推進協議会事
務

平塚市との連
携・協調を図る
ため、各種情報
交換を行い、広
域連携の可能性
を検討する。

市民・
事業
者・職
員

定
例
定
型

協議会等の開催
回数

年2回 年2回 年2回 １回 Ａ
協議会の開催や行政課題
の調査・研究を行い連携
を推進できた。

27

平塚市・茅ヶ
崎市広域連携
推進協議会事
務

新たな連携項目
や会議日程等の
調整及び協議
会・研修会への
出席。

協議会等の開
催回数

年2回 ２回

28 総
厚木基地騒音
対策事務

厚木基地航空機
訓練に伴う騒音
対策のための活
動を行う。

航空機
騒音の
被害を
受けて
いる市
民等

定
例
定
型

航空機騒音に関
する苦情件数

30件 30件 30件 80 145件 Ａ
積極的に要請活動に参加
し、市民の方から頂いて
いる意見を関係機関へ伝
えることができた。

28
厚木基地騒音
対策事務

厚木基地騒音対
策協議会参加。

協議会等参加
回数

年5回 5回 60

28
厚木基地騒音
対策事務

厚木基地関係市
連絡会議参加。

会議参加回数 年4回 3回 20

28
厚木基地騒音
対策事務

厚木飛行場から
の空母艦載機の
移駐等に関する
協議会参加。

会議参加回数 年1回 1回

28
厚木基地騒音
対策事務

基地騒音対策要
請活動。

要請回数 年4回 4回
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基礎情報

事務事業

事務事業名
(第2次実施計画)

事
業
№

総
括
フ
ラ
グ

26 総
湘南地域首長
懇談会事務

26
湘南地域首長
懇談会事務

27 総

平塚市・茅ヶ
崎市広域連携
推進協議会事
務

27

平塚市・茅ヶ
崎市広域連携
推進協議会事
務

28 総
厚木基地騒音
対策事務

28
厚木基地騒音
対策事務

28
厚木基地騒音
対策事務

28
厚木基地騒音
対策事務

28
厚木基地騒音
対策事務

33,005 33,005

広域事業政策課

平成２７年度計画 広域連携に関する取組

従事者数
活動ごとの
予算額

活動

活動指標の
名称

目標値
活動

活動量・サービス量 業
務
計
画

予算内訳（千円）

④
継
続
性

改善
時期
(年度)

具体的な
改善内容

当該事務事
業全体の
予算額
（合計）

②
ニ
ー
ズ

①
目
的
達
成

広域
連携
の
実施

必要性

今後の事業展開

経営改善
方針での
位置付け
等

経営改善によ
る

取り組みの
方向性

目標
(数値目標等)

目標の定義

経営改善方針の重点事項に係る取組

事業の
方向性

③
成
果

広域連携の
具体的な内

容

予
算
の
方
向
性

0.16 なし 済

県知事及び５市
３町の首長で地
域課題等につい
て意見交換を実
施。

未 高 中 高 現状維持

予
算
な
し

日程・発言等の
調整及び会議へ
の出席

開催回数 年１回

予
算
な
し

0.16 なし 済

両市の連携事業
についての推
進、報告を行っ
た。

未 中 中 中 現状維持

予
算
な
し

新たな連携項目
や会議日程等の
調整及び協議
会・研修会への
出席。

協議会等の開
催回数

年２回

予
算
な
し

0.22 100 なし 済

県及び関係市町
で連携して要請
活動等を行っ
た。

未 高 中 高 現状維持
維
持

厚木基地騒音対
策協議会参加。

協議会等参加
回数

年５回 60
維
持

厚木基地関係市
連絡会議参加。

会議参加回数 年４回 40
維
持

厚木飛行場から
の空母艦載機の
移駐等に関する
協議会参加。

会議参加回数 年１回

予
算
な
し

基地騒音対策要
請活動。

要請回数 年４回

予
算
な
し
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25年度 26年度 27年度 68,473 68,473

課かい名

施策目標

広域事業政策課

国・県・他の自治体と連携し施策の効果を上げる

基礎情報 平成２６年度評価

事務事業

26年度
の取組
に対す
る評価

活動

活動指標の
名称

事後評価

事業の指
標の達成
状況

事務事業の目的に
対する取組の状況と

成果の分析

実績

業
務
計
画

事務事業名
(第2次実施計画)

指標・目標

名称

目標値
(第2次実施計画)

活動量・サービス量

実績値目標値

事務事業の
目的・成果
(第2次実施計画)

活動ごとの
決算額

決算内訳（千円）

事
業
№

総
括
フ
ラ
グ

対
象
（
顧
客
）

事
業
の
性
質
区
分

当該事務事
業全体の
決算額
（合計）活動

28
厚木基地騒音
対策事務

防音工事の周知
及び問い合わせ
対応事務。

問い合わせ対
応件数

年20件 18件

28
厚木基地騒音
対策事務

騒音苦情対応事
務。

苦情対応件数 年30件 145件

29 総 権限移譲事務

権限の移譲によ
り、茅ヶ崎市の
自治体としての
自主性を高め、
より効率的な事
務執行を行うこ
とができるよう
にする。

市民・
事業
者・職
員

定
例
定
型

移譲希望事項の
申し出
件数

年2件 年2件 年2件

業
務
計
画

０件 Ｂ

地方自治法の一部改正を
受けて、中核市移行の可
能性について調査、検討
するとともに、庁内及び
市民・市議会との意見交
換を実施した。

29 権限移譲事務
地方分権改革へ
の対応に向けた
庁内調整。

移譲事務等に
ついての調査
検討体制の研
究

随時 2回

業
務
計
画

29 権限移譲事務
地方分権改革に
向けた取組。

提案募集方式
の庁内への周
知及び活用の
検討

随時 3回

業
務
計
画

29 権限移譲事務

県からのヒアリ
ング及び照会対
応、県との協
議。

県の説明会へ
の参加回数

年4回 2回

業
務
計
画

29 権限移譲事務
保健所移管に向
けた協議。

庁内外関係部
局との業務及
びスケジュー
ル調整

年5回 5回

業
務
計
画

29 権限移譲事務
中核市に向けた
方向性の確定。

庁内や関係機
関との協議

年内までに

6月、10
月、11月、
12月、1
月、3月

業
務
計
画

29 権限移譲事務
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基礎情報

事務事業

事務事業名
(第2次実施計画)

事
業
№

総
括
フ
ラ
グ

28
厚木基地騒音
対策事務

28
厚木基地騒音
対策事務

29 総 権限移譲事務

29 権限移譲事務

29 権限移譲事務

29 権限移譲事務

29 権限移譲事務

29 権限移譲事務

29 権限移譲事務

33,005 33,005

広域事業政策課

平成２７年度計画 広域連携に関する取組

従事者数
活動ごとの
予算額

活動

活動指標の
名称

目標値
活動

活動量・サービス量 業
務
計
画

予算内訳（千円）

④
継
続
性

改善
時期
(年度)

具体的な
改善内容

当該事務事
業全体の
予算額
（合計）

②
ニ
ー
ズ

①
目
的
達
成

広域
連携
の
実施

必要性

今後の事業展開

経営改善
方針での
位置付け
等

経営改善によ
る

取り組みの
方向性

目標
(数値目標等)

目標の定義

経営改善方針の重点事項に係る取組

事業の
方向性

③
成
果

広域連携の
具体的な内

容

予
算
の
方
向
性

防音工事の周知
及び問い合わせ
対応事務。

問い合わせ対
応件数

年20件

予
算
な
し

騒音苦情対応事
務。

苦情対応件数 年30件

予
算
な
し

0.7

業
務
計
画

なし 可
広域で権限移譲
を受ける可能性
が考えられる。

未 高 高 高 拡大

予
算
な
し

地方分権改革へ
の対応に向けた
庁内調整。

移譲事務等に
ついての調査
検討

随時

業
務
計
画

予
算
な
し

地方分権改革に
向けた取組。

提案募集方式
を活用した権
限移譲・規制
緩和の提案

2件

業
務
計
画

予
算
な
し

県からのヒアリ
ング及び照会対
応、県との協
議。

県の説明会等
への参加回数

年４回

業
務
計
画

予
算
な
し

保健所移管に向
けた協議。

庁内外関係部
局との調整

随時

業
務
計
画

予
算
な
し

中核市に移行に
向けた準備。

基本的考え方
の策定時期

10月

業
務
計
画

予
算
な
し

中核市に移行に
向けた準備。

基本計画の策
定時期

年度内

業
務
計
画

予
算
な
し
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25年度 26年度 27年度 68,473 68,473

課かい名

施策目標

広域事業政策課

国・県・他の自治体と連携し施策の効果を上げる

基礎情報 平成２６年度評価

事務事業

26年度
の取組
に対す
る評価

活動

活動指標の
名称

事後評価

事業の指
標の達成
状況

事務事業の目的に
対する取組の状況と

成果の分析

実績

業
務
計
画

事務事業名
(第2次実施計画)

指標・目標

名称

目標値
(第2次実施計画)

活動量・サービス量

実績値目標値

事務事業の
目的・成果
(第2次実施計画)

活動ごとの
決算額

決算内訳（千円）

事
業
№

総
括
フ
ラ
グ

対
象
（
顧
客
）

事
業
の
性
質
区
分

当該事務事
業全体の
決算額
（合計）活動

29 権限移譲事務

29 権限移譲事務

30 総
特例市市長会
事務

構成市間の連携
のもとに行財政
の円滑な運営を
図る。

特例市

定
例
定
型

会議への出席 年4回 年4回 年4回 255 4回 Ａ

特例市市長会の事務局と
して、総会等を開催しな
がら特例市共通の課題に
ついての情報交換や国等
へ提言を行った。

30
特例市市長会
事務

総会・懇談会等
の日程及び発言
の調整。

会議等への出
席

年4回 4回 50

30
特例市市長会
事務

役員市との調整
や会員市の意見
集約。

役員会の開催
や会員市への
意見照会

随時 20回 205

30
特例市市長会
事務

特例市市長会事
務局として円滑
な運営を行う。

関係団体との
調整及び会の
庶務及び経理
を適正に行う

随時 100回

30
特例市市長会
事務

指定都市市長会
と中核市市長会
との連携。

他市長会事務
局や連携担当
市との連絡調
整

随時 16回

30
特例市市長会
事務

30
特例市市長会
事務



業務棚卸評価シート

（右側）
26/30

基礎情報

事務事業

事務事業名
(第2次実施計画)

事
業
№

総
括
フ
ラ
グ

29 権限移譲事務

29 権限移譲事務

30 総
特例市市長会
事務

30
特例市市長会
事務

30
特例市市長会
事務

30
特例市市長会
事務

30
特例市市長会
事務

30
特例市市長会
事務

30
特例市市長会
事務

33,005 33,005

広域事業政策課

平成２７年度計画 広域連携に関する取組

従事者数
活動ごとの
予算額

活動

活動指標の
名称

目標値
活動

活動量・サービス量 業
務
計
画

予算内訳（千円）

④
継
続
性

改善
時期
(年度)

具体的な
改善内容

当該事務事
業全体の
予算額
（合計）

②
ニ
ー
ズ

①
目
的
達
成

広域
連携
の
実施

必要性

今後の事業展開

経営改善
方針での
位置付け
等

経営改善によ
る

取り組みの
方向性

目標
(数値目標等)

目標の定義

経営改善方針の重点事項に係る取組

事業の
方向性

③
成
果

広域連携の
具体的な内

容

予
算
の
方
向
性

中核市に移行に
向けた準備。

庁内検討会議
の開催

年４回

業
務
計
画

予
算
な
し

中核市に移行に
向けた準備。

県との連絡調
整

年４回

業
務
計
画

予
算
な
し

0.82 381 なし 済

特例市で連携
し、課題研究や
提言活動を行っ
た。

未 高 高 高 拡大
維
持

総会・懇談会等
の日程及び発言
の調整。

会議等への出
席

年６回 50
維
持

役員市との調整
や会員市の意見
集約。

役員会の開催
や会員市への
意見照会

随時 331
維
持

特例市市長会事
務局として円滑
な運営を行う。

会の経理を適
正に行う

随時

予
算
な
し

指定都市市長会
と中核市市長会
との連携。

他市長会事務
局との連絡調
整及び提言活
動や共同研究
の実施

年３回

予
算
な
し

中核市市長会と
の連携事業。

他団体との交
流

年１回

予
算
な
し

中核市に関する
具体的な調査研
究を行う。

中核市に関す
る研究会での
意見交換

年３回

予
算
な
し



業務棚卸評価シート

（左側）
27/30

25年度 26年度 27年度 68,473 68,473

課かい名

施策目標

広域事業政策課

国・県・他の自治体と連携し施策の効果を上げる

基礎情報 平成２６年度評価

事務事業

26年度
の取組
に対す
る評価

活動

活動指標の
名称

事後評価

事業の指
標の達成
状況

事務事業の目的に
対する取組の状況と

成果の分析

実績

業
務
計
画

事務事業名
(第2次実施計画)

指標・目標

名称

目標値
(第2次実施計画)

活動量・サービス量

実績値目標値

事務事業の
目的・成果
(第2次実施計画)

活動ごとの
決算額

決算内訳（千円）

事
業
№

総
括
フ
ラ
グ

対
象
（
顧
客
）

事
業
の
性
質
区
分

当該事務事
業全体の
決算額
（合計）活動

31 総
寒川町との広
域連携推進事
務

寒川町との効率
的な行政運営を
推進するため、
課題の整理を行
い、広域連携事
業を実施に向け
検討する。

寒川
町・関
係各課

政
策
調査研究に取り
組んだ事務数

2事業 2事業 2事業

業
務
計
画

７事業 Ａ

新たに連携可能な事業に
ついて、両市町で調査研
究し、効果や課題につい
てまとめることができ
た。

31
寒川町との広
域連携推進事
務

課題解決に向け
た調査研究及び
検討会議の実
施。

会議の開催 年３回 ３回

業
務
計
画

31
寒川町との広
域連携推進事
務

広域連携制度の
調査研究。

機関等の共同
設置の課題整
理時期

年度末 年度末

業
務
計
画

31
寒川町との広
域連携推進事
務

（仮）河童徳利
公園整備に係る
調査研究。

事業手法の決
定時期

年度末 年度末

業
務
計
画

31
寒川町との広
域連携推進事
務

推進計画の進捗
管理。

分科会への参
加及び事務事
業の進捗状況
の把握

随時 5回

業
務
計
画

31
寒川町との広
域連携推進事
務

888 総
災害応急対策
活動

市域に地震・津
波等による大規
模災害が発生し
た場合に、被害
を軽減するため
応急対策活動を
課として迅速、
的確に対処す
る。

全市民
等

定
例
定
型

888
災害応急対策
活動

応急対策活動マ
ニュアルの充
実。

マニュアルの
見直し

２６年４月 ２６年４月



業務棚卸評価シート

（右側）
28/30

基礎情報

事務事業

事務事業名
(第2次実施計画)

事
業
№

総
括
フ
ラ
グ

31 総
寒川町との広
域連携推進事
務

31
寒川町との広
域連携推進事
務

31
寒川町との広
域連携推進事
務

31
寒川町との広
域連携推進事
務

31
寒川町との広
域連携推進事
務

31
寒川町との広
域連携推進事
務

888 総
災害応急対策
活動

888
災害応急対策
活動

33,005 33,005

広域事業政策課

平成２７年度計画 広域連携に関する取組

従事者数
活動ごとの
予算額

活動

活動指標の
名称

目標値
活動

活動量・サービス量 業
務
計
画

予算内訳（千円）

④
継
続
性

改善
時期
(年度)

具体的な
改善内容

当該事務事
業全体の
予算額
（合計）

②
ニ
ー
ズ

①
目
的
達
成

広域
連携
の
実施

必要性

今後の事業展開

経営改善
方針での
位置付け
等

経営改善によ
る

取り組みの
方向性

目標
(数値目標等)

目標の定義

経営改善方針の重点事項に係る取組

事業の
方向性

③
成
果

広域連携の
具体的な内

容

予
算
の
方
向
性

0.7

業
務
計
画

あり 済

検討会議のも
と、７分科会で
連携事業の調
査、研究を行っ
た。

未 高 高 高 拡大

予
算
な
し

課題解決に向け
た調査研究及び
検討会議の実
施。

会議の開催 年２回

業
務
計
画

あり
⑥市役所の変
革

平成25年度
基本計画の策
定時期 25

行政界を超えた
課題解決を連携
して取り組む。

予
算
な
し

広域連携制度の
調査研究。

調査研究の関
係課との情報
共有や意見交
換の実施

年４回

業
務
計
画

予
算
な
し

（仮）河童徳利
公園整備に係る
調査研究。

費用負担割合
の検討

年度末

業
務
計
画

予
算
な
し

推進計画の進捗
管理。

事務事業の進
捗状況の把握
（中間、期
末）

年２回

業
務
計
画

予
算
な
し

新たな広域連携
の活用。

連携協約の活
用の方向性に
ついて調査研
究

年度末

業
務
計
画

予
算
な
し

0.07

応急対策活動マ
ニュアルの充
実。

マニュアルの
見直し

２７年４月



業務棚卸評価シート

（左側）
29/30

25年度 26年度 27年度 68,473 68,473

課かい名

施策目標

広域事業政策課

国・県・他の自治体と連携し施策の効果を上げる

基礎情報 平成２６年度評価

事務事業

26年度
の取組
に対す
る評価

活動

活動指標の
名称

事後評価

事業の指
標の達成
状況

事務事業の目的に
対する取組の状況と

成果の分析

実績

業
務
計
画

事務事業名
(第2次実施計画)

指標・目標

名称

目標値
(第2次実施計画)

活動量・サービス量

実績値目標値

事務事業の
目的・成果
(第2次実施計画)

活動ごとの
決算額

決算内訳（千円）

事
業
№

総
括
フ
ラ
グ

対
象
（
顧
客
）

事
業
の
性
質
区
分

当該事務事
業全体の
決算額
（合計）活動

888
災害応急対策
活動

応急対策業務の
実施手順の検
証。

行動手順書の
見直し

２６年４月 ２６年４月

888
災害応急対策
活動

所属職員の応急
対策業務の実施
手順の習熟。

所属内での訓
練・研修実施

随時 2回

888
災害応急対策
活動

統括調整部広域
連携班の応急対
策活動の習熟。

統括調整部広
域連携班での
訓練・研修等
の実施

6回 6回

888
災害応急対策
活動

災害時協定締結
先との連携強
化。

災害時の対応
についての協
議

随時 2回

888
災害応急対策
活動

関係機関との連
携強化。

災害時の対応
についての協
議

随時 3回

888 総 庁内共通事務 61 61



業務棚卸評価シート

（右側）
30/30

基礎情報

事務事業

事務事業名
(第2次実施計画)

事
業
№

総
括
フ
ラ
グ

888
災害応急対策
活動

888
災害応急対策
活動

888
災害応急対策
活動

888
災害応急対策
活動

888
災害応急対策
活動

888 総 庁内共通事務

33,005 33,005

広域事業政策課

平成２７年度計画 広域連携に関する取組

従事者数
活動ごとの
予算額

活動

活動指標の
名称

目標値
活動

活動量・サービス量 業
務
計
画

予算内訳（千円）

④
継
続
性

改善
時期
(年度)

具体的な
改善内容

当該事務事
業全体の
予算額
（合計）

②
ニ
ー
ズ

①
目
的
達
成

広域
連携
の
実施

必要性

今後の事業展開

経営改善
方針での
位置付け
等

経営改善によ
る

取り組みの
方向性

目標
(数値目標等)

目標の定義

経営改善方針の重点事項に係る取組

事業の
方向性

③
成
果

広域連携の
具体的な内

容

予
算
の
方
向
性

応急対策業務の
実施手順の検
証。

行動手順書の
見直し

２７年４月

所属職員の応急
対策業務の実施
手順の習熟。

所属内での訓
練・研修実施

随時

統括調整部広域
連携班の応急対
策活動の習熟。

統括調整部広
域連携班での
訓練・研修等
の実施

年６回

災害時協定締結
先との連携強
化。

災害時の対応
についての協
議

随時

関係機関との連
携強化。

災害時の対応
についての協
議

随時

0.25 102 102


